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中村翔・北村友宏・竹ノ下弘久「誰が日本での進学を望むのか？―移民の親の教育アスピレーション」『三田社
会学』第30号（2025年 7月）　119-121頁

誰が日本での進学を望むのか？
─移民の親の教育アスピレーション─

中村　翔・北村　友宏・竹ノ下　弘久

1．本研究の目的
日本では近年、義務教育諸学校 1）や高等学校に通う、外国籍もしくは外国にルーツを持つ子ども
―すなわち移民の子ども―の数が増加傾向にある。文部科学省が毎年実施している「学校基本
調査」を参照すると、国立・公立・私立の小学校、中学校、全日制および定時制高校に在籍する外国
籍の児童・生徒数は、2013年以降一貫して右肩上がりで推移し、2023年には過去最多の13万5,571人
に達した（文部科学省 2023）。永住者の資格で日本に滞在する在留外国人が増えていることを鑑みる
と、日本の学校に通う移民の子どもの数は、今後さらに増加することが見込まれる。
移民の子どもたちと学校というイシューは、1990年代の終わりから2000年代の初期にかけて、教
育社会学の領域を中心に関心が寄せられるようになった（志水・清水 2001）。当初は、質的手法を用
いることで、移民の親や子どもたちの主観的な経験や生活物語を記述することに重点が置かれていた
が、やがて計量的手法による分析が進展するにつれて、移民の教育格差を社会階層論の視点から把捉
するアプローチがとられるようになった。
階層論的視座においては、教育達成はその後の就業機会を通じて、階層的地位を決定する重要な通
過点として考えられている。また、移民の場合では、PortesとRumbaut（2001＝2014）が提唱した分
節的同化理論（Segmented Assimilation Theory）で強調されているように、ホスト社会における教育
達成の状況は社会統合の度合いを図る主要な指標のひとつとして位置付けられている。日本において
も、移民の社会統合を教育の観点から検討する研究が進められており（たとえば是川 2018）、移民が
直面する教育格差が社会統合に及ぼす影響が明らかになりつつある。
他方、階層論的視座から移民の教育達成を検討するのであれば、どのような移民の親が子どもに対
して日本での進学を望んでいるのか、すなわち移民の親の「教育アスピレーション」の規定要因を分
析することも必要である。地位達成モデルでは、親の出身階層と子どもの教育達成との関連は、親の
教育アスピレーションが出身階層に基づいて形成され、それを通じて媒介されると考えられている 
（Sewell and Hauser 1975）。したがって、移民の親の教育アスピレーションが子どもの教育達成に一
定の効果を与えているとすれば、その規定要因を明らかにすることは、移民における教育格差の構造
を理解する上で重要である。また、質的研究においては移民の教育戦略に注目したものも存在するが、
これらの多くは出身階層の影響よりも、エスニック・マイノリティとしての主観的経験に焦点が当て
られている。したがって、移民の親の教育アスピレーションの定量的分析は、教育戦略の規定因にお
ける階層的要素の可視化を通じて、質的研究との接続点を見出す試みとしても意義を持つ。
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このような問題意識に基づき、本研究では、移民の親が子どもに対して日本での進学を望む意識を
教育アスピレーションとして捉え、その規定要因を分析した。具体的には、出身階層の影響を中心に、
欧米の先行研究で指摘されている社会関係資本や定住志向、差別経験といった要因の効果についても
併せて検討を行った。

2．分析方法
本研究では、東京都足立区在住の外国人住民を対象に実施された「第 1回足立区外国人実態調査」
の個票データを用いた。調査対象は、2021年10月時点で足立区内に居住する20～59歳の外国人であ
る。有効回収数は1,456件、回収率は29.12％であった。国籍や在留資格別に足立区の外国人人口構造
を検討したところ、その特徴は東京都全体の傾向と近似しているため、本研究の結果は都市部におけ
る外国人居住地域の一事例として位置付けられる。
分析には線形確率モデルを用いた。従属変数には、中学卒業後および高校卒業後の進路に対する親
の希望を用い、独立変数には国籍、人的資本、経済資本に関連する指標に加えて、社会関係資本、日
本での定住志向、差別経験についての変数も投入した。欠損値を除いた有効サンプル数は、中学卒業
後の進学希望にかんする分析で258、高校卒業後の進路希望にかんする分析で278であった。

3．分析結果と考察
分析の結果、日本での進学に対するアスピレーションの規定要因について、いくつかの傾向が明ら
かとなった。まず中学卒業後の進路にかんする分析では、国籍による差が顕著であり、中国国籍の親
に比べて、韓国・朝鮮籍や「その他」の国籍 2）の親は、日本での大学進学を望む傾向が有意に低い
ことが確認された。また、日本での定住を希望する親ほど、日本での進学を子どもに期待する傾向が
見られた。これは、将来的な日本社会への定着を前提に、子どもに日本の教育制度を通じた社会的安
定を望む姿勢がうかがえる。一方、日本での差別経験が「よくある」と答えた親は、10％水準ながら
も進学希望が低下する傾向を示していた。この結果は、日本社会におけるネガティブな経験が、母国
などでの進学や就職といった希望を形成している可能性を示唆するものである。
高校生に関する分析でも同様に、国籍による違いが明確に表れており、中国国籍以外では、日本の
大学や短大、専門学校への進学希望が有意に低かった。また、高校生の分析において特徴的だったの
は、同国人との社会関係資本の影響である。日本で頼れる同国人の数が多い親ほど、日本での進学を
望む傾向が確認された。さらに、日本での定住志向や差別経験の効果も中学生の親と同様にみられ、
定住を望む親は日本の大学等への進学を希望する一方で、差別経験が頻繁な親は進学を期待しにくく
なる傾向があった。
本研究の結果によれば、移民の親の教育アスピレーションの規定要因として、出身階層の効果は確
認されなかった。一方で、高校卒業後の進学希望に関しては、社会関係資本の効果が部分的に支持さ
れた。さらに、定住志向および差別経験の影響については、中学生・高校生いずれのモデルにおいて
も統計的に確認されており、両者が教育期待の形成に関与していることが示唆された。
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4．課題と今後の展望
本研究にはいくつかの課題が残されている。第一に、各変数の媒介効果を詳細に検証できていない
点が挙げられる。たとえば、人的資本が定住志向を媒介し、それを通じて教育期待に影響を与えてい
る可能性がある。第二に、中学生と高校生の進学期待に共通点が見られる一方で、社会関係資本の影
響など、一部に相違も確認されており、両者の違いをさらに精緻に分析する必要がある。第三に、本
研究では親の教育アスピレーションのみを扱っており、実際の進学行動との差の確認には至っていな
い。今後の展望としては、媒介効果の検証を含む分析や、子どもの教育アスピレーションおよび実際
の進学行動との比較分析を行うことが求められる。
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【註】
1）学校教育法によれば、義務教育諸学校とは小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程又は特
別支援学校の小学部若しくは中学部」を指す（「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関す
る法律」参照）。したがって、外国人学校や民族学校、インターナショナルスクールなどの各種学校等に通う
外国籍の子供の数は「学校基本調査」には含まれていない。

2）本分析では国籍を「中国」、「韓国・朝鮮」、「東南アジア」、「その他」に分類した。「その他」に含まれる国籍
は、足立区でも人口規模の小さい国籍群と推定される。
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